
 

 

 
貸 借 対 照 表 

 

(令和８年３月31日現在) 
(単位：百万円) 

 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

流 動 資 産 6,709 流 動 負 債 10,743 

現 金 及 び 預 金 501 支 払 手 形 49  

受 取 手 形 53  電 子 記 録 債 務 563  

電 子 記 録 債 権 431  買 掛 金 1,562  

売 掛 金 2,943  短 期 借 入 金 4,360  

商 品 及 び 製 品 388  １ 年 以 内 償 還 社 債 56  

半 製 品 1,784 １年以内返済長期借入金 2,542  

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 279 リ ー ス 債 務 83  

前 払 費 用 240 未 払 金 286 

未 収 入 金 86  未 払 費 用 808 

そ の 他 0 未 払 法 人 税 等 138 

固 定 資 産 11,661 未 払 消 費 税 等 6 

有 形 固 定 資 産 10,390 預 り 金 93  

建 物 339 賞 与 引 当 金 93 

構 築 物 1,531 そ の 他 97 

機 械 装 置 2,279 固 定 負 債 5,162 

車 両 運 搬 具 15 社 債 92 

工 具 器 具 備 品 77 長 期 借 入 金 4,214  

土 地 5,309 リ ー ス 債 務 221  

立 木 77 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 63 

リ ー ス 資 産 499 資 産 除 去 債 務 255  

建 設 仮 勘 定 261 繰 延 税 金 負 債 19 

無 形 固 定 資 産 279 そ の 他 295 

特 許 権 5 負 債 合 計 15,905 

ソ フ ト ウ エ ア 7 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 258 株 主 資 本 2,425 

そ の 他 8 資 本 金 100  

投 資 そ の 他 の 資 産 991 資 本 剰 余 金 882 

投 資 有 価 証 券 194 そ の 他 資 本 剰 余 金 882 

関 係 会 社 株 式 358 利 益 剰 余 金 1,443 

長 期 前 払 費 用 5 利 益 準 備 金 250  

そ の 他 432 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,193 

繰 延 資 産 3 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 8 

社 債 発 行 費 3 繰 越 利 益 剰 余 金 1,185 

  自 己 株 式 △0 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 42 

  その他有価証券評価差
額 金 

42 

  純 資 産 合 計 2,468 

資 産 合 計 18,373 負 債 及 び 純 資 産 合 計 18,373 
 



 

 

損 益 計 算 書 
 

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで) 

(単位：百万円) 
 

科     目 金     額 

売 上 高  13,345 

売 上 原 価  9,279 

売 上 総 利 益  4,066 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,387 

営 業 利 益  678 

営 業 外 収 益   

受 取 配 当 金 6  

賃 貸 料 収 入 5   

そ の 他 37  49 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 222   

支 払 手 数 料 72  

そ の 他 88 383 

経 常 利 益  344 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 2  

事 業 分 離 に お け る 移 転 利 益 420  422 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 12  

解 体 撤 去 費 用 12  

減 損 損 失 38 62 

税 引 前 当 期 純 利 益  704 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 165  

法 人 税 等 調 整 額 91 257 

当 期 純 利 益  446 
 



 

 

株主資本等変動計算書 
 

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで) 
(単位：百万円) 

 

 

株     主     資     本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自 己 
株 式 

株 主 資
本 

合 計 
その他 
資本剰

余 金 

資 本 剰

余 金 
合 計 

利 益 
準 備 金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰 余 金 
合 計 

固 定 資
産 

圧 縮 
積 立 金 

繰 越 利
益 

剰 余 金 

令和７年４月１日残高 100 882 882 250 9 738 997 △0 1,979 

事業年度中の変動額          

当 期 純 利 益      446 446  446 

固定資産圧縮積立金の

取 崩 
    △0  0 -  - 

自 己 株 式 の 取 得        △0 △0 

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額
（ 純 額 ） 

         

事業年度中の変動額合
計 

- -  -  -  △0 446 446 △0 446 

令和８年３月31日残高 100   882 882 250  8  1,185 1,443 △0 2,425 

          
 

 

評価・換算差額
等 

純 資 産 
合 計 

その他
有価証

券 
評価差
額 金 

評価・
換算差
額 等 
合 計 

令和７年４月１日残高 36 36 2,016 

事業年度中の変動額    

当 期 純 利 益   446 

固定資産圧縮積立金の
取 崩   - 

自 己 株 式 の 取 得   △0 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（ 純 額 ） 

5 5 5 

事業年度中の変動額合
計 5 5 451 

令和８年３月31日残高 42 42 2,468 
 



 

 

個別注記表 
 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式………… 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの… 期末日の市場価格等に基づく時価法 

 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

市場価格のない株式等……………… 移動平均法による原価法 
 

② デリバティブ…………………………… 時価法 

③ 棚卸資産 

商品及び製品、半製品、……………… 移動平均法による原価法 

原材料及び貯蔵品 (収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産…………………………… 定率法 

（リース資産を除く）  但し、タマカルクプラント（大垣市)、及び平

成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法によ

っております。 

② 無形固定資産…………………………… 定額法 

（リース資産を除く）  但し、ソフトウエア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

③ 長期前払費用…………………………… 定額法 

④ リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零（リース契約上に残価保証の取り決めがある場合は、当該残価

保証額）とする定額法を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 
 



 

 

② 賞与引当金 
 従業員に対する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する負担額を計
上しております。 

③ 退職給付引当金（前払年金費用） 
 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。 
 なお、当事業年度末においては、年金資金の額が退職給付債務に未認識数理計算上の差
異を加減した額を超えているため、前払年金費用として投資その他の資産（その他）に計
上しております。 
 
(a) 退職給付見込額の期間帰属の方法 
 退職給付の債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。 

(b) 数理計算上の差異の費用処理方法 
 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（12年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理し
ております。 

④ 役員退職慰労引当金 
 役員退職慰労金内規に基づく事業年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上して
おります。 

 
(4) 収益及び費用の計上基準 

 当社は生石灰、消石灰、砂岩砕石など多岐にわたる製品及び商品を取り扱っていますが、
本人として行う製品及び商品の販売については、受渡時点において、顧客が当該製品及び
商品に対する支配を獲得、履行義務（製品及び商品の受渡）が充足されると判断し、収益
を認識しています。当社が代理人として行う製品及び商品の販売についても、受渡時点に
おいて、顧客が当該製品及び商品に対する支配を獲得、履行義務（製品及び商品の受渡に
関する手配）が充足されると判断し、収益を認識しています。 
 

(5) 繰延資産の処理方法 
 社債発行費については、社債の償還までの期間（５～７年）にわたり定額法により償却し
ております。 

 
(6) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用してお
ります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…………………… 金利スワップ 
ヘッジ対象…………………… 借入金 

③ ヘッジ方針 
 当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリスクを回避するため、
金利スワップ取引を利用しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 
 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。 

 



 

 

2. 会計上の見積りに関する注記 

 繰延税金資産の回収可能性 

(a) 繰延税金負債（純額） 19 百万円 

(繰延税金負債と相殺前の繰延税金資産の金額は79百万円である)   

(b) その他の情報   

 繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範

囲で認識しております。課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得しうる

課税所得の時期及び金額を合理的に見積り、金額を算定しております。これらの見積

りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際に生じた時期及

び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において認識する金額に重要

な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更された場合

に、翌事業年度の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があり

ます。 

 

3. 貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保の種類 

建物 94 百万円 

構築物 1,317  百万円 

機械装置 1,704 百万円 

工具器具備品 6 百万円 

土地 3,110 百万円 

投資有価証券 54 百万円 

合計 6,289 百万円 

② 担保に係る債務の金額 

短期借入金 2,150  百万円 

１年以内償還社債 56  百万円 

社債 92 百万円 

１年以内返済長期借入金 2,229 百万円 

長期借入金 3,505 百万円 

合計 8,032 百万円 
 
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 37,851 百万円 

(3) 関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 417 百万円 

短期金銭債務 905 百万円 
 



 

 

(4) 保証債務 

 当社は、次の会社の金融機関からの借入債務に対して債務保証を行っております。 

福山瑞穂運輸株式会社 753 百万円 

 

4. 損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

売上高 1,138 百万円 

仕入高、販売費及び一般管理費 1,977 百万円 

営業取引以外の取引 7 百万円 

 

5. 株主資本等変動計算書の注記 

(1) 当該事業年度の末日における発行済株式数 

普通株式 20,000,000 株 

(2) 当該事業年度の末日における自己株式の数 

普通株式 5,940 株 

 

6. 税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金、減損損失であり、繰延税

金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、資産除去債務に対応する除去費用、

固定資産圧縮積立金、前払年金費用であります。 

 

7. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により

資金を調達しております。 

 受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に則ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については時価の把握を

行っております。 

 借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期

借入金の金利変動リスクに対しては、金利スワップ取引により支払利息の固定化を実施して

おります。なお、デリバティブ取引の限度額を実需の範囲内とする方針であり、投機目的に

よるデリバティブ取引は行わないこととしております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 令和８年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については次のとおりです。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額389百万



 

 

円）は、「① 投資有価証券」には含めておりません。また、売掛金、電子記録債権、買掛

金、電子記録債務、未払費用、未払金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似することから、注記を省略しております。 

(単位：百万円) 
 

 貸借対照表計上額(※1) 時価(※1) 差額 

① 投資有価証券 163 163 - 

② 長期借入金(※2) (6,757) （6,681) 75 

③ 社債(※3) (148) (138) 9 

④ デリバティブ取引 - - - 
 

(※1) 負債に計上されているものについては（ ）で示しております。 

(※2) 流動負債に含まれている１年以内返済長期借入金を含めております。 

(※3) 流動負債に含まれている１年以内償還社債を含めております。 

 

（注）時価評価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 

 レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 

 レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

 レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

① 投資有価証券 

 これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。 

② 長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割引いて算定する方法によっております。 

 変動金利による長期借入金のうち金利スワップの特例処理の対象とされているも

のについては、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の

借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割引いて算定する方法に

よっております。 
 



 

 

③ 社債 

 当社の発行する社債の時価は元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リス

クを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

④ デリバティブ取引 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一

体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載して

おります（上記②参照)。 

 

8. 関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 
(単位：百万円) 

 

種類 会社等の名称 資本金 
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

その他の 
関係会社 

太 平 洋 
セメント㈱ 

86,174 
セメント 
事 業 

被 所 有 
直接3 6％ 

当社製品等 
の 販 売 
同 社 製 品 
の一部購入 

商 品 の 仕 入 
原材料の購入

等 
1,286 買掛金 559 

主要株主 
JFEスチール

㈱ 
239,644 鉄 鋼 

被 所 有 
直接1 7％ 

当社製品等 
の 販 売 

製品等の販売 1,415 売掛金 551 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 取引価格については、市場実勢を勘案し交渉の上決定しております。 

 

(2) 子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

 

種類 会社等の名称 資本金 
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

子 会 社 
(株)新潟ピー

シ ー シ ー 
100 

土石製品
製 造 業 

所 有 
直接7 0％ 

当社製品等
の 販 売 

製品等の販売 709 売掛金 313 

子 会 社 
福山瑞穂運輸

㈱ 
5 

貨物運送

業 
所 有 
直接100％ 

当社製品の
運 搬 

債 務 保 証

（ 注 2 ） 
753 － － 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 取引価格については、市場実勢を勘案し交渉の上決定しております。 

(注２）福山瑞穂運輸㈱の銀行借入につき、債務保証を行っております。 

 
 



 

 

9. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産 123円45銭 
 
(2) １株当たり当期純利益 22円32銭 

 

10. 事業分離に関する注記 

 当社は、令和７年４月25日開催の取締役会において、建設発生土事業（砕石部門）の一部

を吸収分割により成友興業株式会社へ承継させることを決議し、令和７年５月７日付で契約

を締結いたしました。 

 これに基づき令和７年９月30日付で当該事業を譲渡いたしました。 

 

(1) 事業分離の概要 

① 分離先企業の名称 

  成友興業株式会社（住所：東京都あきる野市草花1141番地1） 

② 分離した事業の内容 

  東京都青梅市成木六丁目にて運営している鉱山事業 

③ 事業分離を行った主な理由 

 本事業分離は、当社の財務体質の改善および健全な財務基盤の強化を図ることを

目的とし当該事業を譲渡いたしました。 

④ 事業分離の日 

令和７年９月30日 

⑤ 法形式を含むその他取引の概要に関する事項 

 当社を分割会社とし、成友興業株式会社を承継会社とする吸収分割（簡易吸収分

割） 

 

(2) 実施した会計処理の概要 

① 移転損益の金額 

 事業分離における移転利益 420百万円 

 なお、前事業年度において、プラント解体等の先行費用が発生し、関連事業損失

126百万円を計上しております。 

② 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

  固定資産 47百万円 

③ 会計処理 

 「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号平成25年９月13日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号平成31年１月16日）に基づき処理しており、移転したことにより受け



 

 

取った対価となる財産の時価と、移転した事業に係る帳簿価額との差額のほか、関

連して発生した費用等の合計額を移転損益として認識しております。 

④ 分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称 

  建設発生土事業（砕石部門） 

⑤ 当事業年度の損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

 当該事業は令和６年６月30日に休止しており、当事業年度において当該事業に係

る損益の計上はございません。 

 

11. その他の注記 

 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載の金額は、表示単

位未満を切り捨てて表示しております。 
 


